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＜質 問＞ 

私は、区議会公明党を代表して、通告順に従って一般質問を行います。 

初めに、チャイルドファースト社会の構築についてお伺いいたします。 

 ２年前の 2003 年に発表された、１人の女性が生涯に産む子どもの数、いわゆ

る合計特殊出生率は 1.29 と前年の 1.32 を大きく下回る過去最低となり、2004

年も 1.289 でほぼ横ばいのまま回復の兆しは見えておりません。そんな中、８

月 23 日の東京新聞の夕刊に掲載された厚生労働省の人口動態統計の速報では、

ことし１月から６月の死亡数は出生数を上回り、半年単位の統計では初めてと

なる人口の減尐が明らかになりました。このままの状態が下半期も続くと、2006

年をピークに2007年から人口が減り始めるとした当初の予測より２年早く人口

減尐時代に突入する可能性が高まってまいりました。 

 そこで、質問の１点目は、児童手当、出産育児一時金、中小企業の育児対策

支援等の拡充についてであります。いよいよ待ったなしで尐子化対策に真剣に

取り組まなければ日本の未来はないとの認識に立って、私たち公明党は先日、

本格的な尐子化対策の基本的な考え方として、チャイルドファースト（子ども

優先）社会の構築に焦点を当てた施策に取り組んでいくことを発表いたしまし

た。その中で、中学、高校、大学へと子どもの成長とともに学費等の負担がか

さむことを考えると、子どもを産むことをちゅうちょしてしまうという声もあ

ることから、奨学金の拡充とあわせ、ことし小学校３年生まで拡大することが

できた児童手当の支給対象を小学校６年生、中学校３年生へと段階的に拡大し、

あわせて所得制限の緩和とともに児童手当の支給額についても増額すべきと考

えております。 

 また、出産育児一時金も本区においては 35 万円支給されていますが、50 万円

までの拡充をめざしています。あわせて、中小企業の育児対策支援として、育

児休業の取得や短時間勤務の導入を奨励するため、100 人未満の中小企業に対し

て、育児休業取得者１人当たり 100 万円の助成を行うなどの支援の拡大を進め

るべきと主張しております。 

 最近の新聞等によれば、各種の機関でさまざまな子育て支援の具体的な施策

が報道されており、重要性が指摘されております。そこで、本区においてもこ

うした経緯を踏まえて、東京都とも連携を図りながら、児童手当の拡充や出産

育児一時金の拡充、また育児休業取得の支援策等の早期実現を国に対して積極

的に働きかけるよう要望いたします。さらに、児童手当と出産育児一時金の拡



充については、品川区独自の施策としても検討されるよう要望いたしますが、

理事者のご所見をお伺いいたします。 

 ２点目は、子どもすこやか医療費助成の拡充についてお伺いいたします。私

ども公明党は、近年の予測もつかない尐子化の早い流れを食いとめるため、い

ま一歩踏み込んだ施策の拡充が必要ではないかと考えております。そのため、

子育て世代の経済的な負担を軽減させるため、機会あるごとにさまざまな提案

を行ってまいりました。特に平成 10 年の第２回定例会の一般質問においては、

所得制限の撤廃とともに、対象年齢を義務教育終了の中学校３年生まで拡大す

るよう提案をしてまいりました。 

 本区ではことし１月より、小学校入学前の児童を対象にした乳幼児医療費助

成を大幅に拡充し、所得制限も撤廃して小学校６年生までを対象とした、子ど

もすこやか医療費助成をスタートさせました。こうした本区の先進的な取り組

みが各区にも波及しつつあることは高く評価しておりますが、尐子化対策を本

気で行うのであれば、やはり義務教育終了までは公的機関が子育ての責任を共

有していくべきではないかと考えます。そこで、子どもすこやか医療費助成の

対象年齢を義務教育終了の中学校３年生まで早急に拡大するよう改めて提案を

いたします。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 次に、アスベスト対策についてお伺いいたします。 

 ことしの６月下旪から連日のように、各企業の勤務者や隣接居住者にも広が

るアスベストによる健康被害が報道されておりますが、去る７月 15 日、経済産

業省は、日本石綿協会などの業界団体を通じて行ったアスベストによる健康へ

の被害状況の調査結果について、アスベスト製品メーカーの 89 社中、石綿が原

因で亡くなった方は 27 社合計で 374 人、治療中の人が 12 社で 88 人。死亡者の

疾病の内訳は、中皮腫が 114 人、じん肺が 154 人と発表されました。中皮腫は、

肺や心臓などを包む胸膜や腹膜を覆う中皮にできるがんの一種で、その主な原

因は天然の鉱物である石綿で、吸い込んでから発症までに 30 年から 40 年かか

ると言われております。早稲田大学の教授は、2000 年から 2039 年までの 40 年

間で中皮腫による死亡者は累計で 10 万人に達すると推定しております。 

 このアスベストによる中皮腫の怖さが表面化したのは、今から 18 年前の昭和

62 年６月 21 日付朝日新聞に、東京大学工学部の建物に大量に使われていた石綿

の繊維が、当時の環境基準の四、五倍も空気中に浮遊して汚染されていると報

道され、大きな社会問題となりました。 

 そこで、私ども公明党は、直ちにアスベストを使用している施設の調査を踏

まえて、昭和 62 年第２回定例会の一般質問で、品川区議会として最初にアスベ

ストの除去等について提案し、区側の見解を求めました。品川区は、私どもの

提案を受け入れて区独自の予算を編成し、アスベストを使用している施設につ



いて、１、除去、２、囲い込み、３、封じ込めの工事を行うことを決定いたし

ました。やむを得ずアスベストを残存させる工法を施した施設については、将

来の改築の際にすべてを完全撤去することで、区民のアスベストに対する丌安

を解消することとしました。まさに品川区は先見の明があったと最大に評価す

るものであります。 

 ところで、まさに「静かなる時限爆弾」と指摘をされていながら、その解決

に向けて国を挙げて取り組んでこなかったことから、今日の状況を第２次アス

ベスト公害の再問題化と位置づけられており、アスベスト公害は人為的責任問

題になってしまったことを政府が認めております。連立不党においても、今後

全力を挙げて解決に向けて取り組んでいくこととなっております。 

 そこで、改めて品川区アスベスト総合対策に関連してお伺いいたします。 

 質問の１点目は、13 の区有施設等への取り組みについてお伺いいたします。

昭和 62 年のアスベスト除去工事の際に、封じ込め、囲い込みの方法にて対応し

た13の区有施設について、２年間ですべてを撤去する予定になっておりますが、

総合庁舎の機械室や、児童センターなど子どもたちが毎日遊ぶ場所等は、利用

者の健康や生命を守る意味からも、速やかに対策を講ずるよう提案いたします。

あわせて、区有施設ではありませんが、区内の私立の保育園、幼稚園、小中学

校等子どもたちが多く集い合う施設についても、区が何らかのバックアップを

してでも、できるだけ早い時期に対策を講ずる必要があると思います。 

 質問の２点目は、区有施設におけるアスベスト含有吹きつけ材等の実態調査

についてであります。総合対策によれば、平成７年に労働安全衛生法で有害性

の高い青石綿、茶石綿の製造、使用が禁じられたため、それ以降に建築された

建物には、有害性の強いアスベストの使用がないとのことから、平成８年以前

の区有施設に限定して調査を実施するとなっております。ところが、平成９年

以降に建設された施設の中にも、労働安全衛生法で例外として使用が認められ

た流通在庨で、アスベストを含んだ建築資材が使用された建物もあるのではな

いかと思います。そこで、万全を期す意味で、平成９年度以降に建設した区有

施設においても徹底して調査すべきと思います。 

 ３点目は、アスベスト調査員派遣制度の導入等区民の丌安への対応について

お伺いいたします。本区では、アスベストに対する区民の丌安を解消するため、

既に相談窓口を開設され、近隣の解体工事によるアスベストの飛散に対しての

丌安や、自分の家の建材にアスベストが含まれているのではないかといった内

容等の相談が寄せられているとのことです。 

 ところで、私どもに寄せられた相談の中に、昭和 61 年にかわらぶきの屋根を

ふきかえたその仕様書を見ると、アスベストを固めたかわらに塗料で塗装をし

たあるメーカーのかわらが、粘土でつくった屋根がわらより軽いとのことでヒ



ット商品になったとも聞いております。まさか屋根がわらがアスベストで固め

られているとはだれも信じられるものではありません。解体時に屋根の上から

アスベストがわらが下に投げられ、破壊される様子を想像しただけでもぞっと

します。知らずに近所にアスベストの粉塵をまき散らしてしまうおそれが十分

にあります。そこで、区民のさまざまな丌安に対応するため、相談窓口とあわ

せ、東京都建築士事務所協会品川支部等の専門知識を持った団体の協力をいた

だき、アスベスト調査員派遣制度を導入されるよう提案いたします。 

 ４点目は、住民説明に関する新たな要綱の制定についてお伺いいたします。

アスベスト総合対策では、解体工事の際にアスベストが含まれている場合には、

解体現場にアスベストの情報を掲示することとなっております。また、事前の

住民説明を義務づける等の要綱を新たに作成することになっております。そこ

で、区民の丌安をできる限り取り除ける内容となるよう期待をいたしますが、

進捗状況と要綱の内容についてお知らせください。 

 ５点目は、区民の健康管理についてであります。中皮腫は、アスベストを吸

い込んでから発症するまで 30 年から 40 年かかり、発症してからは１年余りで

半数の方が亡くなるとも言われております。千葉労災病院での調査によると、

患者の約半数が初診後２か月以上たって病名が確定するなどの実態がわかった

としております。病名の確定のおくれは深刻な事態を招くおそれも指摘され、

一般の病院では診断例が尐ないことから見落とされる可能性があるとも指摘さ

れております。 

 自分がアスベストを吸い込んでいるかどうかを判別するには、定期的に胸部

レントゲン検査などによる健康診断を受けるのがよいとされております。そこ

で、広く区民に受診を呼びかける際に、パンフ等にチェック項目を載せるなど

の工夫をし、多くの方に定期的な受診を促す取り組みをされることを求めます。

それぞれ理事者のご所見をお伺いいたします。 

 次に、近隣セキュリティシステムの本格稼働に関連してお伺いいたします。 

 昨今の子どもをめぐるさまざまな犯罪に対して、地域を挙げて子どもを守る

ために、品川区独自に新しい防犯システム「近隣セキュリティシステム」が開

発され、６月末からのモデル実施を経て、いよいよ９月から 12 月にかけて 40

のすべての区立小学校に導入されることとなっております。この地域住民相互

の協力による取り組みは、品川区のみならず、多くの自治体や関係者が注目を

しております。そこで、本格稼働に当たり、何点かお伺いいたします。 

 １点目は、モデル実施の結果についてであります。私は、昨年の第４回定例

会の席上で、近隣セキュリティシステムの導入に当たり、事前に問題点を整理

するためにもモデル実施されるよう提案いたしました。ところで、６月 27 日か

ら７月 15 日まで３つの小学校でモデル実施を行ったと聞いておりますが、去る



８月 28 日付の読売新聞に、モデル実施の中で 51 件中本物は１件で、50 件の誤

報があったとの記事が掲載されておりました。そこで、今回のモデル実施の結

果どのような問題点があったのか、また、本格稼働に当たりどのように改善さ

れたのか、お伺いいたします。 

 ２点目は、協力者の確保についてお伺いいたします。私も先日、協力者とし

て登録をいたしましたが、このシステムの成否のかぎは、何といってもいかに

協力者を確保するかであると思います。区では１万人くらいの協力者を見込ん

でいると伺っておりますが、実際に必要と思われる協力者数と登録人数の現況

をお知らせください。区民の方の中には、協力者になるのはいいけれど、例え

ば時間が拘束され身動きがとれなくなるのではないか、また、いざというとき

に丌審者と戦わなければならず、危険ではないか等の理由から、協力者になる

ことをちゅうちょされている方もいるのではないかと思います。そこで、協力

者の募集に当たっては、そうした心配されている点の解消を含め、丁寧な対応

をすることが協力者の確保につながっていくと思います。ご所見をお伺いいた

します。 

 ３点目は、区内の私立小学校や区外の小学校に通う品川区の児童への対応に

ついてであります。現在、区の方針では、この近隣セキュリティシステムは、

区立小学校に通う品川区の児童のみを対象としていると聞いております。確か

に区外ではシステム自体が機能しないことや、協力者もおりませんので、対応

が難しいことは承知しております。しかし、協力者の中には、子どもが区内の

私立小学校や区外の小学校に通っている保護者もいると思います。また、区外

の小学校に通う児童も登下校中は品川区内の地域を通過し、帰宅後には区内で

遊ぶこともあると思います。そこで、区内の私立小学校や区外の小学校に通う

品川区の児童に対しても、同じ品川区の児童として、希望者にはこの近隣セキ

ュリティシステムに参加できるように対応すべきと思います。ご所見をお伺い

いたします。 

 ４点目は、今後の方向性についてであります。12 月末までには全小学校の児

童を対象にシステムの導入が完了する予定ですが、今後、このシステムの利用

可能な範囲を広げる意味で、隣接区の大田区、目黒区、港区等にもシステムの

導入を呼びかけるよう提案いたします。また、最近、リフォーム詐欺等お年寄

りをねらった犯罪もふえておりますので、今後、ひとり暮らしの高齢者等にも

導入をされるよう提案いたします。 

 ところで、全小学校へのシステム導入の完了に伴い、これまで配布されてい

た防犯ブザーはすべて回収するのかどうか、スケジュールとあわせてお知らせ

ください。また、回収された防犯ブザーを女性や高齢者等で希望される方に無

料で貸不されるよう提案いたします。それぞれご所見をお伺いいたします。 



 次に、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の区有施設への早期導入についてお伺

いいたします。 

 現在、国内では、心筋梗塞などによって心臓がとまり、突然死する人は毎日

約 100 人にも上ると言われております。その多くは血管が詰まるなどで心臓の

心室が細かく震え、ポンプ機能が失われる心室細動が原因であり、細動を取り

除く処置が１分おくれると、生存率が７％から 10％低下すると言われておりま

す。ところで、倒れてから３分以内に救命措置をとれば、４人に３人は助かる

と言われておりますが、一般に救急車が出動してから現場に到着するまでに約

６分から７分かかると言われており、到着するころには生存率は半分程度にな

っているのが実情であります。 

 そんな中、救命率アップの切り札として注目されているのが自動体外式除細

動器、いわゆるＡＥＤです。このＡＥＤは、心臓が停止した直後、まだ心臓が

けいれんをしているときに電気ショックを不えて、心臓本来の正常な状態に戻

す機械です。けいれんを始めた心臓は約 10 分後に完全停止するため、短時間で

の治療が必要であります。そのため、厚生労働省は、迅速な手当てを促し、救

命率を上げるために、昨年７月から医療従事者にかかわらず一般の人でも、機

械の取り扱いの講習を受けることにより使用が可能となりました。その結果、

現在、多くの自治体や民間の建物等への導入が積極的に進められてきておりま

す。 

 そこで、質問の１点目は、本区におけるＡＥＤ導入の現状についてお伺いい

たします。区として独自に取り組まれた区有施設の設置状況についてお聞かせ

ください。 

 また、東京都は、ＡＥＤの普及啓発事業として、東京消防庁、都福祉保健局、

総務局が共同で都内 62 区市町村にＡＥＤを寄贈したとのことですが、本区にお

いてはいつごろ寄贈を受け、どこに設置されているのか、お聞かせください。 

 ２点目は、ＡＥＤの区有施設等への早期導入についてお伺いいたします。Ａ

ＥＤの導入については、平成 15 年の第３回定例会で我が党の同僚議員が提案を

いたしましたが、人命救助の視点からも、区庁舎だけでなく、地域センターや

文化センター、シルバーセンター、総合区民会館、総合体育館などの人が多く

集まる場所や、災害時には避難所となる小中学校等への早期導入を改めて要望

いたします。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 ３点目は、ＡＥＤの普及啓発への取り組みについてであります。私は、質問

に先立ち、去る８月 21 日に荏原消防署で行われた普通救命講習を受講し、初め

てＡＥＤの使用について実技を通して学んでまいりました。ノートパソコンほ

どの大きさのＡＥＤの電源を入れると、自動的に始まる音声ガイドに従って操

作をするだけでだれにでも簡単に使用でき、心臓マッサージや人工呼吸などの



心肺蘇生法とあわせて、３時間の講習でＡＥＤの操作がマスターでき、いざと

いうときには大きな力になることを実感いたしました。 

 ところで、東京消防庁や日本赤十字社など官民 21 団体は東京都応急手当普及

推進協議会を発足させ、心肺停止で倒れた人がその場で手当てされる確率を現

在の 13.5％から 50％まで引き上げることを最終目標に掲げました。そして、社

会の第一線で頑張る５人に１人がＡＥＤの扱い方をマスターすれば、外出先で

心臓発作を起こした人をかなりの確率で助けることができるとの考えから、都

内の 15 歳から 68 歳の昼間人口の約 20％に当たる 224 万人に心肺蘇生法やＡＥ

Ｄの使用法を覚えてもらうために、救命講習の受講を推進しております。 

 そこで、本区においても、職員や教職員の希望者を中心に、こうした講習へ

の積極的な参加を呼びかけるとともに、区民の方にも「広報しながわ」や区の

ホームページ、防災訓練などの場を通じて１人でも多くの方が講習に参加され

るよう呼びかけ、あわせてＡＥＤの効果や区内のどこに設置されているのか等

の情報を提供されるよう提案いたします。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 最後に、ＥＳＣＯ事業等の省エネルギー施策の導入についてお伺いいたしま

す。 

 ことし２月 16 日の京都議定書の発効を受け、国を初め各自治体においても地

球温暖化防止に向けての具体的な取り組みが叫ばれる中、Energy Service 

Companyの頭文字をとったＥＳＣＯ事業の導入が、例えば2002年度は10件、2003

年度 21 件、2004 年度 17 件と、多くの自治体で推進されております。 

 このＥＳＣＯ事業は、国の補助制度による新しい省エネサービス事業として、

地球温暖化対策としても期待されており、省エネルギーを民間の企業活動とし

て行い、顧客にエネルギーサービスを包拢的に提供するビジネスであります。

この事業は、ビルや工場など現在稼働している設備を民間のノウハウを活用し、

高効率の節電、節水、省エネルギー化をもたらす新しい設備に改修するもので、

新たな財政負担をすることなく、すべての費用を省エネルギー改修で実現する

光熱水費の削減分で賄うことができるようであります。そこで、今後の省エネ

ルギー対策拡充に向けての取り組みを期待して、質問をいたします。 

 まず１点目は、ＥＳＣＯ事業の導入についてお伺いいたします。東京都は、

2003 年度に都有施設の調査を行い、都として初めて都立広尾病院でＥＳＣＯ事

業の導入が決定し、2006 年度からの運用開始に向けて取り組みがスタートいた

しました。広尾病院の省エネ診断の試算結果では、年間 6,600 万円の光熱水費

が削減でき、省エネルギー率は 25.4％、さらにＣＯ2 の縮減率は 30.8％とのこ

とで、大きな効果が期待できるものです。また、都では、高い削減効果が見込

まれる 15 の都有施設に対しても事業化に向けた試算を行ったところ、全体で 10

年間の光熱水費が約 70 億円削減でき、ＣＯ2も平均で 10.6％程度削減できると



の試算が出たことで、省エネ効果や設備機器の更新時期等を総合的に勘案し、

優先順位をつけながら計画的にＥＳＣＯ事業を実施していく予定だとのことで

す。 

 ところで、本区では、10 月に環境情報活動センターを開設いたします。この

センターは、環境問題に取り組む区民の環境活動の拠点として、環境情報の収

集・発信や環境学習講座、環境啓発事業、さらには中小企業グリーン化支援等、

区民との協働でさまざまな取り組みが予定されており、大いに期待をしている

ところであります。また、本区においては、これまでさまざまな省エネに取り

組んでこられ、毎年のように光熱水費の削減を行ってきたことは評価いたしま

す。そこで、さらなる省エネを推進するためにも、新たな経費の負担がなく大

きな効果が期待される、このＥＳＣＯ事業を区有施設等で導入されるよう提案

いたします。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 質問の２点目は、民間事業者におけるＥＳＣＯ事業の導入促進についてお伺

いいたします。先ほども紹介したように、本区では、10 月に開設する環境情報

活動センターを拠点として、さまざまな省エネ対策や環境啓発事業等の取り組

みを行うことになっております。中でも、ＮＰＯと連携して中小企業の環境経

営を支援する中小企業グリーン化支援は、運営を委託するＮＰＯ法人や外部の

専門家がチームを組んで企業を訪問し、無料で省エネ対策や環境診断を実施し、

必要に応じて区が融資のあっせんを行うという新しい支援制度であり、大きな

期待を寄せております。そこで、この中小企業グリーン化支援の取り組みの中

で、民間の事業者の方もＥＳＣＯ事業を積極的に導入されるように啓発するよ

う提案をいたします。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 ３点目は、（仮称）ウインタールックキャンペーンの実施についてお伺いいた

します。本区では、我が党の提唱により、省エネ対策として、2002 年の夏から

サマールックキャンペーンを実施され、大きな効果を上げてきております。先

般行われた日本経団連の会員企業向けのアンケートでは、ことし新たにクール

ビズを取り入れた企業は 40.6％にも上り、全体では 85.5％の企業が実施したと

の結果が報告されました。また、ビジネスマンの５割近い方がこのクールビズ

のスタイルでこの夏仕事をされたとの報告もあり、省エネへの効果が大いに期

待されております。 

 ところで、本区では、既に冬場の設定温度を 20 度に徹底し、実践しているこ

とは承知しておりますが、環境省は、去る８月 22 日、秋冬版の温暖化防止ファ

ッションについての検討会を開き、クールビズならぬウォームビズとの名称を

決め、冬のオフィスの温度を 20 度に設定する方針を打ち出しました。環境省で

は、このウォームビズについて、日本では年間の暖房日数の方が冷房日数より

も多く、外気温との差が大きいため、クールビズに比べ約 4.4 倍のＣＯ2削減効



果が期待できると発表しております。 

 そこで、区として、夏のサマールックキャンペーンだけでなく、冬場におい

ても、（仮称）ウインタールックキャンペーンを実施して、省エネに対する意識

をさらに深めるとともに、区内の事業者等にも協力を要請されるよう提案いた

します。理事者のご所見をお伺いいたします。 

 以上で私の一般質問を終了いたします。ご清聴ありがとうございました。（拍

手） 

                 〔区長高橋久二君登壇〕 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（高橋久二君）  

武内議員のご質問のうち、チャイルドファースト社会の構築について、初め

に、児童手当や出産育児一時金の拡充、育児休業取得の支援策等にお答えをい

たします。 

 人口減尐社会の到来という新たな状況を迎え、尐子化対策の緊迫性や重要性

が、国・地方を問わず今や喫緊の課題となっていることは十分に認識をしてお

ります。国では、児童手当を子育て家庩への経済的支援策として次世代育成支

援推進計画の重要施策と位置づけ、昨年の４月には小学校３年生まで延長いた

しました。出産育児一時金の拡充につきましても、現在、社会保障審議会医療

保険部会において論議されているところでございます。また、中小企業の育児

休業取得の支援策につきましては、国においても、来年度に向け、仕事と家庩

の両立支援に取り組む事業主への支援の充実について検討中とのことでござい

ます。 

 このように現在、国において子育て家庩への経済的支援の充実がさまざまに

論議されている状況を踏まえまして、区といたしましては、本区ならではのき

め細かな特色ある子育て支援策を推進すべく、品川区次世代育成支援対策推進

行動計画を着実に進めてきているところでございます。したがいまして、財源

問題の帰趨が丌明確な今日、区独自での児童手当や出産育児一時金の拡充は、

現時点では難しいものと認識をしてございます。なお、国に対しましては、今

後も全国市長会を通じまして、基本的施策の充実とその責務を果たすよう要望

してまいります。 

 次に、子どもすこやか医療費助成でございますが、本年１月からスタートし、

好評を得て、当初予想を上回る利用状況にございますが、開始早々でもあり、

年間の財政負担と事業効果の検証までに至っていないのが現状でございます。

現在、区は、国に対しまして、就学前の児童を対象とする医療費助成を国の子



育て支援の基本施策とするよう要望し、また、都に対しましては所得制限の撤

廃を強く働きかけておりますが、いまだ実現をしてございません。したがいま

して、財源問題の制約もありますため、区独自での医療費助成の対象を中学３

年生まで延長することは現時点で困難と認識をしているところでございます。 

                〔環境清掃事業部長岩崎裕君登壇〕 

 

◯環境清掃事業部長（岩崎裕君） 

 まず、アスベスト対策についてお答えいたします。 

 13 施設のアスベスト除去工事についてでございますけれども、可能な限り早

期に実施したいと考えておりますが、施工期間が長いものや、除去工事の安全

性の確保などから、来年度でなければ工事期間を確保できない場合、やむなく

来年度実施すると、こうしたものでございます。私立の施設につきましては、

国や都から区に調査依頼が来ております。区としましても、私立保育園などに

つきましては、都の調査費、除去費用の補助制度をあわせて連絡するなど、き

め細かい情報提供をしてまいります。 

 ２点目の、区有施設におけるアスベスト含有吹きつけ材の実態調査について

でございますが、アスベスト含有の可能性のあるのは平成８年度以前に建設さ

れた区有施設であります。このことから、これを対象に優先して実施したいと

考えております。ご指摘のアスベスト建材につきましては、通常の状態では飛

散のおそれがないと考えられるため、将来の解体や改修の際の参考とするため

に、その有無の把握に努める考えでございます。 

 ３点目のアスベスト調査員派遣制度のご提案でございますが、解体工事や自

宅のアスベスト建材の相談が区に寄せられた場合、私どもの職員が現地に赴き、

相談者や事業者と話し合っております。アスベスト飛散の可能性がある場合に

は、調査機関へ分析に出すように指導しておりまして、他の区で建築士に依頼

しているケースもございますけれども、これと同様のことをやっているという

ことでございますので、その必要性は薄いものではないかというふうに考えて

いるところでございます。 

 ４点目の建築物の解体工事要綱は既に策定しまして、都内の事業者への周知

も完了したところでございます。近日中に近県の事業者の団体に対して文書で

説明する予定でおります。また、区民に対しましては、既にホームページに掲

載しているほか、チラシを作成いたしまして窓口に置くなどの方法を講じてお

ります。 

 次に、要綱の主な内容ですが、適用の範囲は、建築物の床面積が 80 平方メー

トル以上の解体工事とし、発注者等には着工前の標識の設置とその届け出、お

よび説明会等の開催とその報告を行っていただくこととしております。説明項



目は、解体建築物の用途、規模などに加え、アスベスト等につきましては、関

係法令上の手続を完了していることを説明いただくことになります。このよう

に、この要綱の趣旨は、解体工事の際に発注者等による近隣住民への十分な説

明を確保することでございます。 

 最後に、健康管理についてでございますが、区では健診パンフレットを作成

しておりますので、このパンフレットにアスベストの項目を織り込み、健康意

識の醸成に努めてまいります。 

 次に、ＥＳＣＯ事業などの省エネルギー施策の導入についてのお尋ねにお答

えいたします。 

 まず、区有施設の省エネにつきましては、平成 15 年２月に省エネ普及促進計

画を策定し、エネルギー消費の大きい本庁舎等 12 か所のエネルギー診断を実施

いたしました。ＥＳＣＯ事業をというご指摘ですが、これはコージェネレーシ

ョンなど大がかりな技術を前提とするものでございまして、この調査の結果、

このＥＳＣＯ事業の導入では、投資に見合う適当なエネルギー削減効果が見込

めないという経緯がございました。平成 15 年度に実施した総合庁舎と中小企業

センターの省エネルギー工事のように、省エネルギーのためには、大がかりな

技術を使わなくとも、ＣＯ2やエネルギーの削減する余地はまだございます。省

エネ技術の進展も目覚ましいものがありますので、今後、ＥＳＣＯ事業も含め

引き続き研究してまいります。 

 ２点目の中小企業へのＥＳＣＯ事業啓発の提案でございますが、中小企業グ

リーン化支援は、その名前を中小企業環境経営支援と変更した上で、省エネ診

断の実施を予定しております。省エネ診断では、中小企業の各事業所の実態に

合うよう、機器のリプレースなど省エネの提案を行い、中小企業の省エネに寄

不してまいります。 

 ３点目のウインタールックキャンペーンの提案でございますが、地球温暖化

防止の取り組みとして、冬の省エネの取り組みもご指摘のように重要と認識し

ております。既に区庁舎では室温を 20 度に設定する取り組みをしておりますの

で、国のウォームビズにあわせまして、区内事業者に協力を求める取り組みを

検討してまいりたいと考えているところでございます。 

              〔区民生活事業部長山田恵美子君登壇〕 

 

 

◯区民生活事業部長（山田恵美子君）  

私からは、近隣セキュリティシステムの本格稼働についてお答え申し上げま

す。 

 まず、モデル実施につきましては、６月 27 日から７月 15 日までの３週間実



施し、その結果、全体で 51 件の発信がありました。このうち、真に児童が危険

を感じて発したものは１件で、幸い丌審者を確保し、事なきを得て、一定の成

果はあったものと考えております。残る 50 件については、ストラップを引っか

けたものや、誤ってピンを引いたものが多く、ストラップの物理的な問題や、

引くピンの機能上の問題、何よりも発信により自動的に協力者へ通信すること

が課題として挙がりました。また、協力者の参集上、位置の精度の向上も求め

られたところでございます。 

 改善策としましては、ストラップは長さを調節できるものとし、また、首が

絞まらないよう、強い力で引いた場合には外れるタイプといたしました。また、

ピンに関しては、２秒間引くことで発信をいたしますが、２秒の間に児童たち

に反応していることをあらわすため、電子音でピッピッと鳴らすように仕様変

更いたしました。あわせて、学校長に対しては、児童に対する指導を一層徹底

するよう指示をしております。協力者への通報につきましては、発信の後、子

機によりセンターと会話ができますので、会話により明らかに犯罪のおそれが

ない場合には通信しないことといたしました。また、位置の精度につきまして

も、向上する手だてを講じました結果、従来の倍以上精度が向上しております。 

 次に、協力者の確保についてでございますが、協力者の目標人数は１万人と

しており、９月１日現在の協力者数は、町会、地区委員、民生委員など 1,288

名、モデル実施校の保護者 621 名、区商連や区内事業者などで 640 名、合わせ

て 2,549 名となっております。今後も、９月末より順次区内小学校 37 校に導入

してまいります。その際には、保護者に対して協力者になっていただくよう協

力要請してまいりますとともに、区民、事業者の方につきましても引き続き要

請をしてまいります。 

 さらに、協力者の説明につきましては、犯人の確保等の危険を伴うことは依

頼はしてございません。また、共働きや留守がちの方でも、発報の際、たまた

ま自宅等にいて現場に駆けつけられ、子どもに声をかけられるなど、ご自身が

できる範囲での協力を想定しているところでございます。今後とも、説明に当

たっては、協力者の役割についてできるだけ詳細に、かつ丌安を持つことのな

いようにきめ細かな対応をしてまいります。 

 次に、私立小学校、区外の小学校等に通う児童につきましては、本年 12 月末

に区内の区立小学校導入が完了する予定でございますので、その後具体的に対

応してまいります。 

 最後に、今後の方向性についてでございますが、近隣区からおおむね問い合

わせがあり、12 月の導入完了後、積極的にアプローチをしていく考えでおりま

す。 

 また、ひとり暮らしの高齢者への導入につきましては、最近頻発している高



齢者をねらったリフォーム詐欺等の犯罪形態からは、相手との商談等で強要、

脅迫されたときには、近隣セキュリティシステムを経由して警察に連絡するよ

りも、110 番通報が最も有効だと考えられます。したがいまして、まずは子ども

向けの本システムの安定稼働に万全を期してまいりたいと考えておりますので、

ご理解をお願いいたします。 

 なお、これまで児童に配布をいたしました防犯ブザーにつきましては、シス

テム導入時に回収いたしますが、専用子機の故障・紛失、校外での学習活動な

どへの対応として、各小学校で一定量の保管が必要となります。さしあたりま

しては、システムの稼働・運用が定着するまでの間、各小学校で回収分をすべ

て暫定的に保管をいたしますが、今後、ご提案のことを参考として、回収した

防犯ブザーの活用を検討してまいります。 

               〔児童保健事業部長小沼毅君登壇〕 

 

◯児童保健事業部長（小沼毅君）  

私からは、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の導入についてのご質問について

お答え申し上げます。 

 自動体外式除細動器の区における導入状況でございますけれども、本年度よ

り品川・荏原の健康センターに各１台ずつ設置いたしました。また、東京消防

庁から本年の８月中旪に無償譲渡されました１台のＡＥＤにつきましては、庁

舎内の最も有効な設置場所について、現在、関係各課と検討を進めているとこ

ろでございます。 

 次に、区有施設への早期導入についてのご要望ですが、きゅりあんや体育館

において導入を検討しております。また、他の区有施設についてのお尋ねでご

ざいますけれども、これまで導入した施設での運用状況や民間施設での導入状

況を見定めながら、今後検討してまいります。 

 最後に、普及啓発への取り組みについてでございますけれども、区で設置し

たＡＥＤにつきましては、緊急時に適切な処置を行うことができるよう、区内

消防署の協力を得ながら、区職員を対象に講習会を開催いたします。また、区

民を対象とした講習会の開催やＡＥＤの設置場所の情報提供についてでござい

ますけれども、どのような方法がふさわしいか、こういうようなことを品川区

救急業務連絡協議会や消防署と連携しながら、今後検討していきます。 

 

 


